
- 1 -

『退職予定者の有給休暇の取り扱い』

年次有給休暇の付与日数は、労働基準法第 39 条で定められており、正社員の場合

は勤続年数が 6 ヶ月で年間 10 日間、1 年 6 ヶ月になると年間 11 日間、2 年 6 ヶ月に

なると年間 12日間といった言った具合に勤続年数に応じて付与されます。

パートタイム労働者の場合は、週所定労働日数と 1 年間の所定労働日数で付与さ

れる年次有給休暇が変わってきます。例えば、週所定労働日数が 4 日で 1 年間の所

定労働日数が 169 ～ 216 日の従業員が勤続年数 6ヶ月で付与される年次有給休暇は 7

日、週所定労働日数が 1日で年間の所定労働日数が 48～ 72 日しかない従業員でも、

勤続年数が 6ヶ月を超えたら年 1日の有給休暇が付与されます。

年次有給休暇の取得方法は原則労働者の申し出による方法ですが、使用者の時季

指定による方法と 2 種類有ります。使用者の時季指定によるものについては、従業

員が自主的に消化しようとしないときに認められるもので、強制して良いものでは

ありません。さらに、年次有給休暇を既に 5 日以上自主的に取得している従業員に

対しては、会社側による時季指定は不要です。

また、会社側が時季指定を行うときも、従業員の希望をしっかり聞いた上で指定

する必要があります。例えば、会社側の都合で勝手に取得時季を決めることは認め

られません。あくまで従業員の意思を尊重して適切な時季を指定することが求めら

れています。

労働基準法 39 条では、会社に年次有給休暇の時季変更権の行為を認められていま

す。それにより、従業員が希望する時季が会社の都合に間に合わないときは、年次

有給休暇を他の日に変更させることが可能です。しかし、退職日が迫っている場合

はほか他に変更することができません。そのため、会社側には従業員の希望通りに

残りの年次有給休暇を消化させる義務があります。つまり、従業員は退職日までに

年次有給休暇を消化する権利を持っており、会社側は勝手な理由でそれを阻止でき

ないということです。なお、継続勤務年数が 6 ヶ月を経過した時点で数ヶ月後の退

職を希望をした従業員に対しても、会社は 10 日間の年次有給休暇を付与する義務を

負います。すぐに辞めてしまうという理由で、会社が勝手に日数を減らすことはで

きません。
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